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令和元年度決算に基づく福井市健全化判断比率及び 

資金不足比率の審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

基づき、令和元年７月１６日付けで審査に付された令和元年度決算に基づく福井市健全

化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記した書類について、

地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法令及び福井市監査基準に準拠して審

査した結果、次のとおりその意見を提出する。 
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令和元年度福井市健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 審査の対象 

１ 健全化判断比率 

 （１）実質赤字比率 

 （２）連結実質赤字比率 

 （３）実質公債費比率 

 （４）将来負担比率 

２ 資金不足比率 

 （１）宅地造成特別会計資金不足比率 

 （２）中央卸売市場特別会計資金不足比率 

 （３）集落排水特別会計資金不足比率 

 （４）地域生活排水特別会計資金不足比率 

 （５）下水道事業会計資金不足比率 

 （６）ガス事業会計資金不足比率 

 （７）水道事業会計資金不足比率 

 （８）簡易水道事業会計資金不足比率 

３ 上記１、２の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の着眼点 

 ・健全化判断比率及び資金不足比率の算定は適正に行われているか。 

・健全化判断比率等の算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成されているか。 

 

第３ 審査の実施内容 

 １ 審査の方法 

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を会計諸帳

票、証拠書類と照合するとともに、関係職員の説明を聴取して行った。 

 ２ 審査の実施期間 

令和 2年 7月 16日から同年 8月 25日まで 

 

第４ 審査の結果 

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類は、地方公共団

体の財政の健全化に関する法律等関係法令に適合し、かつ、正確であることを認めた。 



１　健全化判断比率について

（単位：％）

（注）実質赤字比率、連結実質赤字比率について、「－」の表示は、赤字額がないことを表している。

（１）実質赤字比率

　令和元年度決算に基づく一般会計等の実質収支額は、23億2,835万5千円の黒字であり、実質赤字

比率は算出されなかった。

（２）連結実質赤字比率

　令和元年度決算に基づく一般会計等の実質収支額及び公営事業会計の資金不足・剰余額の合計は、

130億8,285万8千円の黒字であり、連結実質赤字比率は算出されなかった。

（３）実質公債費比率

　令和元年度の実質公債費比率は10.3％となっており、前年度に比べ0.4ポイント低下するととも

に、早期健全化基準の25.0％を下回った。

（４）将来負担比率

　令和元年度決算に基づく将来負担比率は95.6％となっており、前年度に比べ14.9ポイント低下す

るとともに、早期健全化基準の350.0％を下回った。

２　資金不足比率について

（単位：％）

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

　　 － 　　 － 　　 － 　　 － 　　 －

（注）｢－｣の表示は、資金不足額がないことを表している。
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　令和元年度決算に基づく資金不足比率は、いずれの公営企業会計においても資金不足額が生じて

いないことから算出されなかった。

３　まとめ

　本市の令和元年度決算に基づく健全化判断比率は、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算出さ

れず、実質公債費比率及び将来負担比率は、いずれも早期健全化基準を下回った。また、資金不足

比率は、いずれの公営企業会計においても算出されなかった。

　実質公債費比率は、平成27年度以降は低下傾向にあり、当年度は地方債の元利償還金が増加した

ものの、中核市移行に伴い標準財政規模が増加したことなどにより、前年度に比べ低下した。

　将来負担比率は、標準財政規模の増加や一般会計等の地方債現在高の減に伴う将来負担額の減少

などにより、前年度に比べ大きく低下した。

　しかしながら、一般会計等の地方債現在高は依然多額であり、実質公債費比率及び将来負担比率

ともに、中核市平均や施行時特例市平均に比べ高い水準にあることから、引き続き地方債の削減に

取り組まれるとともに、福井市財政再建計画に掲げた令和5年度目標（実質公債費比率10.0％以下、

将来負担比率90％以下）の達成に向け、健全な財政運営の向上を図られたい。

＜参考＞
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◆将来負担額
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【用語解説】   

 

標準財政規模 

 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税

収入額等に普通交付税を加算した額である。 

 

実質赤字比率 

 地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。福祉、教育、

まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示

す指標である。 

 [算出方法] 

         
標準財政規模

額一般会計等の実質赤字
実質赤字比率＝   

 

連結実質赤字比率 

 公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模

に対する比率である。すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指

標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標である。 

 [算出方法] 

         
標準財政規模

連結実質赤字額
連結実質赤字比率＝   

 

実質公債費比率 

 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率であ

る。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標で

ある。 

 [算出方法] 

算入額）に係る基準財政需要額償還金・準元利償還金標準財政規模－（元利

額）る基準財政需要額算入金・準元利償還金に係（特定財源＋元利償還

準元利償還金）－地方債の元利償還金＋

実質公債費比率＝

(

 

 

（３か年平均） 
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将来負担比率 

 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将

来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率である。地方公共団体の一般会

計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政

を圧迫する可能性の度合いを示す指標である。 

 [算出方法] 

算入額）に係る基準財政需要額償還金・準元利償還金標準財政規模－（元利

見込額）る基準財政需要額算入＋地方債現在高等に係

込額能基金額＋特定財源見将来負担額－（充当可

将来負担比率＝  

 

資金不足比率 

 当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率である。公営企業の

資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合い

を示す指標である。 

 [算出方法] 

事業の規模

資金の不足額
資金不足比率＝  

 

【健全化判断比率に係る早期健全化基準】 

 早 期 健 全 化 基 準 

実質赤字比率 
都道府県：3.75％ 

市区町村：財政規模に応じ 11.25％～15％ 

連結実質赤字比率 
都道府県：8.75％ 

市区町村：財政規模に応じ 16.25％～20％ 

実質公債費比率 
都道府県：25％ 

市区町村：25％ 

将来負担比率 
都道府県・政令市：400％ 

市区町村：350％ 

公営企業ごとの 

資金不足比率 
（経営健全化基準）20％ 

 



母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計

福井駅周辺整備特別会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険診療所特別会計
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